
議案第66号 

 

安曇野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

安曇野市職員の育児休業等に関する条例（平成17年安曇野市条例第32号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、次の

いずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第２条の４」を「当該子の出生の日

から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末

日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該子が２歳」に改め、同号

イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

   (ア) その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当該子

について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日。以下この（ア）において同じ。）において育児休業をし

ている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳

到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

(イ) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職

員であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採

用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日

の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

もの 

第２条第３号ウを削る。 

第２条の３第３号中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育

する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者

が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当

該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異な

るときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に

掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれ

にも該当するとき」を「養育する非常勤職員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場

合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３

条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、市長が定



める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合）」に改め、同号イ

を同号ウとし、同号ア中「当該非常勤職員がする」を「当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする」に、「当該配偶者がする」を「当該配偶者が同号に掲げる場合又はこ

れに相当する場合に該当してする」に改め、同号アを同号イとし、同号にアとして次のよ

うに加える。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該

当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれ

に相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の

末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そ

のいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する

場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合 

第２条の３第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号

に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げ

る場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の４中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子

の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

場合であって、次の各号のいずれにも該当するとき」を「養育する非常勤職員が、次の各

号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児

休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号

に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲げ

る場合に該当する場合）」に改め、同条中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同

条に第１号として次の１号を加える。 

(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者が

この条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場

合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

第２条の４に次の１号を加える。 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間において



この条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の５を削る。 

第３条第５号を削り、同条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子につ

いて児童福祉法第39条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第６項に規定する認定こ

ども園又は児童福祉法第24条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」とい

う。）における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない

こと」を加え、同号を同条第５号とし、同条中第７号を第６号とし、同条に次の１号を加

える。 

(７) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしているものが、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き

続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前

の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとすること。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（法第２条第１項第１号の条例で定める期間） 

第３条の２ 法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、57日間とする。 

第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等における保育

の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の安曇野市職員の育児休業等に関する

条例第３条第５号の規定の適用を受けている職員については、なお従前の例による。 

 

 

令和４年９月１日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第67号 

 

安曇野市体育施設条例の一部を改正する条例 

安曇野市体育施設条例（平成18年安曇野市条例第26号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項の表に次のように加える。 

安曇野市マウンテンバイクコース 

第７条第３項中「市長」を「市長等」に改める。 

第13条中「ときは」の次に「、市長が定める基準により」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、改正前の安曇野市体育施設条例の規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

３ 改正前の安曇野市体育施設条例の規定により課した、又は課すべきであった使用料の

取扱いについては、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

４ この条例による改正後の安曇野市体育施設条例の規定による指定管理者の指定及びこ

れに関し必要な手続は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

 

 

令和４年９月１日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第 68 号 

    

安曇野市文化振興基金条例 

安曇野市博物館等における美術品取得及び特別企画展開催基金条例（平成 17 年安曇野

市条例第 79 号）の全部を改正する。 

 （設置） 

第１条 市の文化振興を図るため、安曇野市文化振興基金（以下「基金」という。）を設置

する。 

（積立て） 

第２条 毎年度基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ

る。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編

入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 市長は、次に掲げる事項を実施するため、基金の全部又は一部を処分することが

できる。 

 (１) 安曇野市博物館条例（平成 18 年安曇野市条例第 28 号）に規定する博物館（以下

この条において「博物館」という。）における美術品取得 

 (２) 博物館における特別企画展開催 

 (３) 博物館又は市が設置する文化施設（博物館と同種の事業を行う施設に限る。）の整

備 

 (４) 文化芸術活動の実施 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 



２ この条例の施行の際現に改正前の安曇野市博物館等における美術品取得及び特別企画

展開催基金条例により積み立てられた当該基金に属する現金及び有価証券は、この条例

に基づく基金に属する現金及び有価証券とみなす。 

 

 

令和４年９月１日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛  



議案第69号 

 

安曇野市博物館条例の一部を改正する条例 

安曇野市博物館条例（平成18年安曇野市条例第28号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び博物館法（昭和26年法律第285号）第18条」を削る。 

第５条第２号中「次条第１項」を「次条第２項」に改める。 

第10条の見出し中「拒否」を「制限」に改め、同条第１項中「博物館の施設等を利用し」

を「前条の許可を受け」に、「博物館の施設等の利用を拒む」を「同条の許可をしない」

に改め、同項第３号中「利用者」の次に「の利用」を加え、同条第３項中「博物館の施設

等の利用を拒み」を「許可をしない」に改める。 

第19条中「博物館法第20条」を「博物館法（昭和26年法律第285号）第23条」に改める。 

第27条第２項ただし書中「この限りではない」を「この限りでない」に改める。 

第28条中「選定委員会」を「協議会及び選定委員会」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

令和４年９月１日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 


